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アフリカは世界がひしめく有望地域。米国，中国，インドなどを飲み込む巨大な市場は今後も魅力を放ち

続ける。政情不安や油価の下落など不透明要因はある中，日本は 1993 年から継続しているアフリカ開発会

議（TICAD）を武器にアフリカとの関係強化を図ってきた。昨年６回目の開催となった TICAD6 では初のア

フリカ開催を実現し，これまでの支援から今ではビジネスパートナーとして着実に信頼関係が構築されようと

している。今後は官民連携が加速するプラットフォームも設置される。アフリカ自身も長期成長ビジョン「ア

ジェンダ 2063」の実行を急ぎ，日本政府も協力をコミットした。アフリカにおける日本のプレゼンス向上は

道半ばだ。効果的なアプローチとして，欧州や中東との連携は一つの策になる。アフリカは日本を単なる友人

ではなく家族として受け入れる姿勢は今も昔も変わっていない。この感性がお互いにあれば，日本のプレゼン

スは間違いなく向上していくであろう。
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アフリカの将来と 
日本がもたらす貢献

世界経済はここ数年厳しい情勢に追い込まれ

ている。2014 年夏には誰もがその存在を知ら

なかったイスラム国（ISIS）がイラク第二の経

済都市であるモスルを侵攻し，以降未だにその

存在感は大きく世界を脅かしている。ビジネス

に直結するところでは，同じく 2014 年の 10 月

ごろから油価が下落，それまで石油収入を糧に

旺盛なビジネス環境であった中東産油国はもろ

に逆風を受けることになった。他にも英国の

EU 離脱や米国ではトランプ新政権の外交的懸

念，ロシアの動きなど不透明感やリスク感が高

まるばかりである。

アフリカにおいても同様にここ数年は複数の

リスク要因が重なった。上述の油価の影響は複

数ある産油国にはインパクトをもたらし，更に

2014 年 10 月ごろに発生した西アフリカ地域で

のエボラ出血熱問題，イスラム国の浸透やテロ

の脅威，中国の景気低迷によるアフリカ景気の

後退などだ。アフリカ経済は，2014 年の経済

成長率を見ると世界経済よりも高い 3.9％を記

録（世界経済レベルでは約３％），引き続きア

フリカは最後のリゾートと言われ続けるかと思

われた矢先のことであっただけに，黄色信号が

点ってしまった感は否めない。

今後アフリカはどのように変わっていくのだ

ろうか？　本稿では，今後のアフリカ展望を理

解するために，マクロやミクロでの整理分析を

はじめ，日本にとって切り札であるアフリカ開
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発会議（TICAD）がアフリカの成長とどのよ

うに関係性を持っていくものなのかを紹介した

い。

Ⅰ　これからも続くアフリカの魅力

まずアフリカをどう捉えるべきかであるが，

明らかに市場は今後も拡大していくと見てよ

いであろう。まず，国連のデータから 2015 年

の人口ランクを見ると上位３位は，中国の 13.7

億人を筆頭に，インド（12.9 億人），米国（3.2

億人）が定位置となり，７位にナイジェリアで

約 1.8 億人，以降エチオピア（9900 万人），エ

ジプト（9200 万人）や南アフリカ（5500 万人）

などアフリカ主要国が名を連ねてくる。これ

が 2050 年の予測では，ナイジェリアが僅かで

はあるが米国を抜いて３位に躍進する（約４億

人）。他アフリカ主要国も着実に人口増が見込

まれ，エチオピアは倍増の 1.9 億人，エジプト，

タンザニアも１億人を突破する。

54 カ国あるアフリカ大陸の総面積を米国，

インド，中国，東ヨーロッパと欧州主要 10 カ

国を飲み込む大きさであるとよく例えられる

が，これはとてつもない魅力である。次に，世

界銀行のデータを見てみると，アフリカの経済

成長を牽引しているのが，所得の拡大，消費市

場が拡大していることが窺える。総じて 2000

年からアフリカ主要国の所得水準が上昇してお

り，南アフリカが群を抜いて成長を遂げ，エジ

プトにおいても 2010 年のアラブの春などで厳

しい情勢を引きずりつつも着実に国民所得が伸

びている。産油国であるナイジェリアは油価の

高騰が 2009 年から高い上昇率にあり，2014 年

４月には GDP の再計算で南アフリカを抜いて

一位に躍り出たというニュースはまだ記憶にあ

る方も少なくないであろう。

中間層も拡大している。アフリカ開発銀行の

データによれば，1980 年では，アフリカ全体

の人口約 4.4 億人のうち，貧困層（１日当たり

の収入が約２ドル）が 69.04％であったのが，

人口約 10 億人であった 2010 年には 60.84％，

同じく 1980 年時に中間層の中でもハイラン

クにある１日当たりの収入が 20 ドルの層が

4.77％であったのが，2010 年には 4.84％と上昇

している。その後も継続して中間層の所得の伸

びが期待されよう。

Ⅱ　世界は着々とアフリカ市場を目差す

このような状況の中，他国のアフリカへの

アプローチはし烈だ。政治的な動きで存在感

が高いのが中国である。中国は 2000 年から

３年ごとに「中国アフリカ協力フォーラム

（FOCAC）」を開催しており，最近では 2015

年に第６回の会議が行われたところだ。一般的

な見方としてこのスキームは双方にとって有力

な会合であると言われており，南アフリカ共和

国・ズマ大統領は，中国との関係強化を何よ

りも第一に据え，同国の有力大学の教授によ

れば，大型投資を続けている中国企業に対し

ては，大統領の権限で他国企業にはない特別

なインセンテイブも付与している。その他で

は韓国も負けず劣らずで，対アフリカ政策を

しっかりと推進している。2011 年の ODA 総

額の約 18％が対アフリカ向けであり，中国と

同様に「韓国アフリカフォーラム」や「韓国ア

フリカ経済協力会議」のスキームを確立してい

る。更に，地理的優位性から早期に関係を有し

ている欧州は，かつての経済開発援助から変化

が見られており，アフリカの経済成長を背景に
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工業製品の輸出など対等なパートナーシップ

へと徐々に変化しているようだ。EU は，一般

特恵関税制度（GSP）の見直しと経済連携協定

（EPA）交渉を軸にアフリカの経済的な自立を

促そうとしている。ここは少し中国や韓国とは

アプローチが異なるように見える。米国との関

係はあまり目立った動きは見られないが，アフ

リカ成長機会法（AGOA）による特恵関税供

与は良く知られるところだ。まさに日本と類似

するところで貿易開発支援がアフリカ政策の柱

にある。2014 年には米国ワシントンで米国ア

フリカリーダーズサミットが開催された。大き

な存在ともいえるのがインドである。すでに

2008 年からインドアフリカフォーラムサミッ

ト（IAFS）が開催されており，2015 年に第３

回目が開催されたニューデリーでの会合では，

過去最大規模のアフリカ国家元首の参加（40

カ国）となった。

民間の動きも活発である。中国では，資源開

発やエネルギー事業で積極的に企業買収を行っ

ている他，インフラでも高速道路の建設に意欲

的である。世界有数のインターネットプロバイ

ダーであるファーウェイは，カイロとヨハネス

ブルグに拠点を設置し，アフリカ 40 カ国以上

で製品・サービスを提供，ケニアの大手通信企

業のサファリコムともパートナー契約を締結し

ている。白物家電で高いシェアを持つハイアー

ルも英国企業とともにナイジェリアで合弁工場

を設置した。

韓国では，石油ガス関係で８カ国11プロジェ

クトを持つ。鉱物資源関係でも 14 カ国で 29 の

プロジェクトが実行中だ。建設関係では 2005

年に約 12 億ドルであったのが，2011 年には約

22 億ドルまで実績が伸びた。ナイジェリアに

ある大宇の拠点には 300 人の駐在員，5000 人

のアフリカ人が雇用されているようだ。電気・

電子機器分野でもサムスンや LG が高い存在感

を示している。自動車は現代と起亜がナイジェ

リアで生産活動を開始した。

インドは，自動車・二輪関係でタタモーター

ズやアポロタイヤが南アフリカ共和国で展開

中。IT・通信や消費財（化粧品，医薬品）で

南アフリカ共和国，ケニア，ナイジェリア，エ

ジプト等で展開している。東アフリカでは広範

に印僑企業のネットワークがある。

欧州では，フランス，英国，ドイツなどが鉱

山など資源開発，自動車，道路・交通，通信，

エネルギー，金融，食品生活用品など広範に

展開している。米国も広域に展開しており，

GE，グーグル，IBM，ダウケミカル，キャタ

ピラー，ウォルマートなど代表する企業が名を

連ねている。

上記以外にも多くの国がアフリカとの関わり

があると思われるが，まさにアフリカを土俵に

世界のグローバル企業が競争し，アフリカ市場

がパートナー力を高めている状況にあることが

窺えよう。

Ⅲ　高まるTICADの国際的評価と重要性
〜日アフリカの架け橋として着実に進化

このように世界中がアフリカ大陸でひしめく

中，日本はどういう状況にあるのか？　日本と

アフリカの経済関係は，過去に遡ると資源と自

動車分野が主流であったが，最近の動向を見る

とアフリカへの進出日系企業は，2012 年の時

点では 333 社あったのが 2015 年になると 354

社と若干ではあるが増加している。これを東西

南北の地域で見てみると北部では減少となるも

南部では約 60 社の増加と前向きな面もある。



世界経済評論　2017 年５月６月号 79

アフリカの将来と日本がもたらす貢献 

サブサハラ地域で見ると３年で３割の増加に

なった。日本企業も資源，インフラ，自動車の

みならず多様なビジネス展開に期待しつつ，プ

レゼンス確保・向上に必死である。いくつか例

をご紹介すると，豊田通商は 2012 年にフラン

ス最大の商社 CFAO 社（CFAO S.A）に資本

参画し，アフリカ 54 カ国をカバーしている。

関西ペイントは，2011 年に南アフリカ共和国，

2013 年にジンバブエの塗料大手をそれぞれ買

収，アフリカでの事業を拡大中だ。2017 年に

はウガンダで企業買収している。中小企業の例

もある。大阪府に本社を置くビー・エム・シー・

インターナショナルは，付加価値税徴収システ

ムをエチオピアなどアフリカ複数国に納入。店

舗用と接続することで，政府の確実な税収に貢

献している。日本企業のアフリカ展開は，継続

して実行中だ（図１〜３参照）。

このように日本企業のプレゼンスは着々と向

上しているが，日本の実力からすると決して大

きくはないといえよう。そこで注目すべきは，

アフリカ開発会議（TICAD）である。

昨 2016 年は，「TICAD 年」として，第６回

アフリカ開発会議（TICAD VI）が開催され

た。TICAD は，TICAD（Tokyo International 

Conference on African Development）の略で

あり，アフリカの開発をテーマとする首脳級会

合として，日本政府が主導し，国連，世銀，ア

フリカ連合委員会（AUC）も共催，国際機関，

ドナー諸国，NGO 等も参加する包括的かつオー

プンな会合として，1993 年に第一回が開催さ

れた。

冷戦締結後，アフリカ支援に対する先進国の

関心が低下していた中，アフリカの重要性を論

じた日本がアフリカ開発に関するフォーラムと

図１　日系企業のビジネス事例：資源・インフラ

Copyright © 2016 JETRO. All rights reserved. The diversion of without permission of this content is prohibited.
（出所）各種公開情報からジェトロ作成
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図２　日系企業のビジネス事例：製造・流通等

Copyright © 2016 JETRO. All rights reserved. The diversion of without permission of this content is prohibited.
（出所）各種公開情報からジェトロ作成

図３　日系企業のビジネス事例：TICAD VI・MOU 締結の例

Copyright © 2016 JETRO. All rights reserved. The diversion of without permission of this content is prohibited.
（出所）各種公開情報からジェトロ作成
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し，TICAD プロセスで日本は，首脳会合で公

約を発表し，その実施状況を閣僚級会合で確認

するなど，フォローアップのシステムを構築し

ている。

TICAD のこれまでの歩みを整理したい。第

一回目となった TICAD I （1993 年，東京）で

は，アフリカ諸国 48 カ国，援助国 12 カ国，

EC，国際機関８機関及びオブザーバー多数，

延べ約 1,000 名が参加。「アフリカ開発に関す

る東京宣言」を採択し，国際社会による積極的

な対アフリカ支援の必要性を認めつつも，援助

によりアフリカの問題が全て解決されるわけで

はないことを指摘。アフリカ諸国の自助努力

（民主化，「良い統治」等）への必要性や将来の

南南協力（「アジアの経験をアフリカへ」）の推

進を合意した。

TICAD II （1998 年，東京）では，その認

知・重要性が広がり，日本，国連及び「アフリ

カのためのグローバル連合（GCA）」により共

催。80 カ国，40 国際機関，NGO22 団体が参加

した。「アフリカの貧困削減と世界経済への統

合」を基本テーマとし，① 社会開発（教育，

保健・人口，貧困層支援等），② 経済開発（民

間セクター・工業・農業開発，対外債務問題等）， 

③ 開発の基盤（「良い統治」，紛争予防と紛争

後の開発）を優先課題とした。

TICAD III （2003 年，東京）では，さらに

89 カ国及び 47 機関の参加と拡大，うち 24 名

のアフリカの元首・首脳，約 20 の国際機関の

長，多数の閣僚級が参加した。アフリカのオー

ナーシップの発露である NEPAD（2001 年７

月のアフリカ連合（AU）首脳会議にて採択さ

れたアフリカ自身によるアフリカ開発のための

イニシアティブ）へ国際社会の支援を結集し，

アジア諸国をはじめとする新しいパートナー

シップの拡大を目指して，アフリカ開発に向け

たアフリカ及びドナー国双方の取り組みについ

て幅広い議論が行われ，出席各国の間でコンセ

ンサスが形成された。

TICAD IV （2008 年，横浜）でもさらに参加

数が拡大し，3,000 名以上にも及ぶ。「元気なア

フリカを目指して希望と機会の大陸」との基本

メッセージの下，経済成長の加速化，人間の安

全保障の確立及び環境・気候変動問題への対処

を重点事項として，アフリカ開発の方向性につ

いて議論。今後のアフリカ開発の取組み・方向

性に関する政治的意図を示す「横浜宣言」，同

宣言に基づき，以降の TICAD プロセスの具体

的取組みを示すロードマップである「横浜行動

宣言」，TICAD プロセスの実施状況の検証を

行うための「TICAD フォローアップ・メカニ

ズム」の３つの文書が発出された。

TICAD V （2013 年，横浜）では，参加者数

が更に拡大して約 4,500 名となる。「躍動する

アフリカと手を携えて（Hand in Hand with a 

More Dynamic Africa）」を基本メッセージと

し，TICAD V の主要テーマである「強固で持

続可能な経済」，「包摂的で強靭な社会」，「平和

と安定」に沿って，今後のアフリカ開発の方向

性について議論が行われた。また，民間セク

ター主導による成長の重要性を反映し，アフリ

カ首脳と日本の民間企業の代表が直接対話を行

う「民間との対話」セッションが TICAD 全体

会合で初めて実施されるなど，TICAD V の議

論は「援助から投資へ」の潮流を印象付ける 

内容に変化を遂げる。

ここまで見ていただくと，TICAD の重要性

がよく見て取れよう。アフリカ各国や支援機

関，ドナー国，NGO との連携が次第に深まっ

ている。特に前回 2013 年の TICAD V は大き
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な節目であった。開会式の安倍総理のスピー

チは，① TICAD を通じて一貫して訴えたのが

「自助」と，「自立」の重要性，そしてあくまで

成長を重視する発想，② 今，アフリカに必要

なのは民間投資。それを生かす PPP すなわち

官民の連携，③ アフリカ各国が求める分野で

あるインフラ整備，産業人材，保健，農業の実

現，であった。第１回から 20 年という節目に

おいて，アフリカの成長を評価し，真のビジネ

スパートナーに向けた関係構築を促すものだ。

そして昨 2016 年の TICAD VI では，初めて

のアフリカ開催（ケニア・ナイロビ）が実現し

た。以前よりアフリカ側から，TICAD VI の

アフリカ開催の希望があってのことだ。さらに

これまでの 5 年ごとの開催が 3 年ごとへと短く

なる。安倍総理は，新たな提案として，アフリ

カと日本との官民プラットフォームの場とし

て「日アフリカ官民経済フォーラム」の常設

を提案し，歓迎された。この意思は，まさに

TICAD V での「パートナー重視」をより具現

化に向けた取り組みの一つであり，日本とアフ

リカの企業がともにビジネスをするため何が必

要か，官民が力を合わせて進もうとするフォー

ラムだと強調している。もちろん継続して必要

なインフラ投資は ODA などで実行される。さ

らに安倍総理は「アフリカ開発会議が始まって

23 年，日本がアフリカに向け実施した ODA

の総額は 470 億ドル（４兆 7000 億円）にのぼ

る。いまや，民間企業が本格的に加わって，日

本とアフリカの関係はさらなる高みを目指そう

としている」とアピールした。

Ⅳ　アフリカ側もアジェンダ 2063 に
向けて成長を加速，日本もコミット

アフリカ連合（AU）は 2015 年，2063 年ま

でのアフリカの社会経済に関する長期ビジョン

「アジェンダ 2063」を採択した。同アジェンダ

には，包摂的成長と持続的開発に基づくアフリ

カの繁栄などが含まれており，その目的にはア

フリカのリソースを大陸の人々が恩恵を享受で

きるよう最大限に活用することが掲げられてい

る。2001 年に誕生したアフリカ連合（AU）の

開発部門である NEPAD が実施主体となる。

今年１月 30 日にエチオピアのアディスアベ

バで開かれた第 28 回 AU 総会の開会挨拶にお

いてドラミニ・ズマ前 AU 委員長は，「これか

らの数年において世界が変革のときを迎え，未

知の世界でやっていく中において，我々の未来

のジェネレーションに平和的で繁栄したアフリ

カを残すために，アジェンダ 2063 のビジョン

を見据えて断固として取り組まなくてはならな

い。また統合されたかつ包括的な開発アジェン

ダを成功させるためには，パン・アフリカニズ

ム，統合，団結の精神を復活させ，強化させ

ていく必要がある」と指摘。さらに「アジェ

ンダ 2063 の第一の目標である大陸自由貿易圏

（CFTA）の 2017 年末までの発足を実現させる

ためには，アフリカの若者の潜在力，エネル

ギー，創造力，才能を開花させることが必要だ」

と強調した。また，その実現は，アフリカの若

者がアジェンダ 2063 の推進力となり得るよう

な多様化，農業近代化，産業化による雇用と経

済機会の創出によってもたらされるアフリカの

技能改革を通じてのみ達成される」と熱く語っ

た。
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新たにAU委員会の委員長に選出されたムー

サ・ファキ・マハマト新委員長（現チャド外務・

アフリカ統合相）も，ドラミニ・ズマ前委員長

に対してアジェンダ 2063 を通じてアフリカの

開発アジェンダを推進してきた功績をたたえた。

一方，安倍総理は，昨年８月 TICAD VI 会

期中の JICA ハイレベルパネルにおけるスピー

チで，次のとおり述べている。「日本は，アジェ

ンダ 2063 の実現を，全力を挙げて支援する。

そのために我々にできることは何か。私は，ア

ジェンダ 2063 の実現のために『未来への投資』

を大胆に進めていくことを提案する。まず，イ

ンフラへの投資。日本はアジェンダ 2063 に掲

げられている『世界クラスのインフラによるア

フリカの接続』をG7伊勢志摩原則に則った『質

の高いインフラ投資』の展開により推進する」

と発言した。

Ⅴ　日本とアフリカの関係を 
より広範囲に根ざす

しかし，アフリカといっても 54 カ国それぞ

れが異なったステージにあることは周知の事実

である。資源を頼りに発展してきた中で，企業

が育ってきたことは否定しないまでも，アフリ

カはいずれもまだ途上地域である。さらにアフ

リカを地域として関係を増やすためには，政策

的な背景なしてはなかなか現地へ「根ざし」は

できない。そして，いかに日本とアフリカの貿

易投資を円滑にするのか，につながる。ジェ

トロも 2013 年の TICAD V を契機にアフリカ

戦略として４つの車輪を掲げた。成長を取り

込むための車輪である。一つ目は，日本企業

の対アフリカ投資の支援である。ミッション

の派遣や展示会の出展支援を行うだけではな

く，ビジネスを実現するうえで Key となる課

題の解決を促進していくための投資促進フォー

ラ ム（Africa Investment Promotion Forum：

AIPF）を設立した。現在，南アフリカ，ナイ

ジェリア，コートジボワール，タンザニア，ケ

ニア，エジプト，モロッコ，エチオピア，モザ

ンビークの関係機関がカウンターパートになっ

ており，各機関の中にジャパンデスクが設置さ

れた。

Ⅵ　大きく立ちはだかるビジネス上の 
課題

アフリカ諸国は，総じて高い成長率を示して

きた。IMF統計で2016年の成長予測をみると，

特に非産油国である東アフリカ諸国はケニアが

6.0％，タンザニアが 6.9％の高成長となってい

る。コートジボワールやモザンビークも高い成

長予測。資源国であるナイジェリアやアンゴラ

は石油価格下落の影響を大きく受けるが，それ

ぞれ 2.3％，2.5％と見込まれている。

アフリカに進出した現地の日系企業も，多く

が事業拡大への意欲を示している。ジェトロ

が 2016 年９～11 月にかけて実施した「在アフ

リカ進出日系企業実態調査」（アフリカ 24 カ国

の現地進出日系企業 299 社が回答）によれば，

過半（52.4％）の進出日系企業が「今後１～２

年にかけて事業を拡大」する予定だ。売り上げ

の増加や今後の市場性の成長を評価する声があ

る。こうしたポジティブな材料が揃う反面，マ

イナス面を懸念する声も少なくない。実態調査

による投資環境面のリスクを見ると，「規制・

法令の整備運用」が 82.4％と高く，「不安定な

政治・社会情勢」（73.9％），「財務・金融・為

替面」（74.6％）と続いた。行政手続きの煩雑
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さ，治安の悪化，不安定な為替を指摘する声が

聞かれた。近年，ナイジェリアやアンゴラが大

幅な通貨切り下げを行っている。治安面では国

際テロやイスラム過激派組織の活動もまだ存在

感を示している。加えて，アフリカ独特な面

では感染症（特に HIV）のリスクが大きい。

南アでも約 600 万人が感染しており，成人感

染率は 19％だという。様々なリスクを回避す

るには，関係者間による共有をベースとしたソ

リューションが必要であるが，上述した AIPF

はその一助となるものだ。

Ⅶ　アフリカを目差す日本の新たな方策
―第三国協力

プラスとマイナスが並存するアフリカ。今

後，日本企業がアフリカ市場を攻めるにおい

て，重要な「策」と考えられるのが第三国企業

との協力である。アフリカ市場は大きくて魅力

に溢れているが，正直，どのように入り込むの

が効果・効率的なのか，悩む企業が多い。情報

も他地域と異なりなかなか入手できない。イン

テリジェンスな観点が必要だ。アフリカの中で

は影響力と実績のある南アフリカ企業との強調

路線も十分考えられるが，方法はそれだけでは

ない。中東地域など周辺企業を上手く活用する

ことも大きな手になる。

中でも手を挙げているのがトルコである。ト

ルコはこのところ政治不信やテロ事件の続発な

どでビジネスリスクが大きく取り上げられるよ

うになったが，2000 年以来の継続的な経済成

長で個々の大手企業が力を持ち，アフリカ地域

へのビジネス展開に意欲がある中，真剣に日本

企業との協力を求める声が大きい。ジェトロ

は 2015 年 11 月の安倍総理のトルコ歴訪時にビ

ジネスフォーラムを開催したが，トルコ版経団

連である DEIK と大統領肝いりの中小企業団

体である MUSIAD と MOU を締結した。彼ら

のミッションにアフリカ展開がしっかりと刻み

込まれている。日本企業の持つ技術力をトルコ

が持つ海外ネットワークで広く展開していこう

という。実際に中央アジアのケースでも日系企

業とトルコ大手企業との共同事業が展開されて

いる実績がある。トルコ航空は，世界の中でも

１，２を争うアフリカへの航路を持っており，

そのネットワークを活用して，東アフリカ地域

への投資実績を重ねてきている。あるトルコ

企業は，「リスクは自分が採るから是非日本を

パートナーにしたい」と自身に満ち溢れている。

サウジアラビアの大手企業がアフリカ南部で

の水ビジネスを日系企業と行っているケースが

ある。アフリカ市場を攻める一つのキーワード

は，「中東からのエントリーポイント」ではな

いだろうか。ジェトロも昨年，多くの日系企業

が集積するドバイの事務所にアフリカデスクを

新設し，アフリカ情報の発信を強化していく。

ジェトロが MOU を締結したビジネスフランス

との連携も考えられ，南アなどで日仏の進出企

業の交流会が活発だ。インド企業も特に東アフ

リカでは影響力があるという。ジェトロのネッ

トワークもご活用いただきたい。

Ⅷ　アフリカにとって日本は友ではな
い？　人的交流の大切さを痛感

筆者は，2013 年の TICAD V でアフリカン

フェアを運営したことがあり，この機会に本当

に多くのアフリカ人と接することができた。

TICAD 前にもコンゴ民主の人やガンビア，ギ

ニアからの取材も受けたことがある。その時の
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取材で印象的だったのはアフリカ人の対日感情

だった。

取材の内容は主に，日本企業のアフリカ進出

とかジェトロのアフリカ事業とか，よく問われ

る内容が共通してあったが，ある記者からの問

いはこうだった。「日本はなぜもっとアフリカ

に進出しないのか？　ほかのアジア諸国はかな

りビジネス展開している」というもの。また同

じような質問だなと直感してしまったが，その

後に，「あなたはアフリカ人をどう思っている

のか？」と更に問い。筆者も親しいアフリカ人

がいるわけではないので，少し戸惑ってしまっ

たが，「日本人と共通しているところが多く，

親近感がある」とお答えした。すると，記者

は「その通り！（True!）」とまさに熱く被せて

きた。なんだ !?　と思わず変なリアクションを

取ってしまったが，彼は「アフリカ人もそう，

日本人を家族のように思っている，友達なんて

いうものではない」と熱弁を振るっていた。ど

れだけ日本のことを知っているのか不明だが，

トヨタがアフリカに進出したときのことや日本

の ODA 実績をいくつか紹介してきたので，そ

れなりによく勉強している人物と思った。日本

の貢献はかなり草の根的なところから様々な人

的交流，キャパビルなどが好印象を与えて続

けてきたのであろう。ジェトロだけではなく

JICA や NGO の方々のご活躍が目に浮かぶ。

これはアフリカに限らずだが，他国の評判の

悪さを耳にする。OECD 非加盟国のやり方は

結局自国のために投資しているだけだとか，

キャパビルをまともに考えているのは日本と欧

州くらいだとか。TICAD の歴史をみてもわか

るように，日本とアフリカの関係は，「支援か

ら市場へ」だけではなく，もはや「友人から家

族」へと進化してきている。この精神があれば

アフリカも日本は「互恵あるパートナー」とし

て，常に歴史を刻んでいくはずだ。
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